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下げ調整⼒の調達の必要性について

第１９回調整⼒の細分化及び広域調達の
技術的検討に関する作業会 資料５

２０１８年１２⽉２５⽇

調整⼒の細分化及び広域調達の技術的検討に関する作業会 事務局
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課題 これまでの議論の⽅向性 ⼩委における論点

3-9
リクワイアメントに対するアセス
メントと実効性を確保するた
めのペナルティ

 アセスメントの考え⽅
（実施⽅法、時期など）

 ペナルティの考え⽅

3-10 需給バランス維持に必要とな
る調整⼒の必要量

 商品区分ごとの調達量の考え⽅

3-11 下げ調整⼒の調達

 現⾏の運⽤においてはBG計画の中
で下げ調整幅は⼗分にあり、事前
に送配電が確保しておく必要性は
少ない

 下げ調整⼒の調達の必要性

3-12
ΔkW調達不調や調達後に
ΔkWが減少した場合の
対応⽅法

 需給調整市場システム(調達)外で
対応する

 市場で調達できなかった場合にも
確実な需給バランス調整を⾏うため
の⽅法

本⽇の議論の対象 出所）第５回需給調整市場検討⼩委員会（2018.7.31）資料３をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_05_haifu.html



2本⽇ご議論いただきたい内容

 需給調整市場の商品には、⼀次調整⼒〜三次調整⼒②があり、それぞれに上げ下げ区分がある。
 このうち、下げ調整⼒を調達することの必要性についてご議論いただきたい。
 なお、下げ調整⼒の調達が不要である場合でも、下げ調整⼒の発動が実需給時点で必要となれば、調整が可能な

電源等の下げ余⼒を活⽤して、下げ調整⼒を発動することになる。



3（参考）商品の要件 [2018.10時点] 出所）第6回需給調整市場検討⼩委員会（2018.10.9）資料2
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_06_haifu.html
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出所）第20制度検討作業部会（2018.3.23）資料5（⾚下線追加）
http://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/seido_kento/pdf/020_05_00.pdf

（参考）制度検討作業部会における整理

 2020〜2023年度の調整電源は調整⼒公募により確保されることとなった。



7【2023年度以前】

（参考）上げ調整力の調達（ΔkW）

 実需給時点で上げ調整を⾏うには、オンラインで調整可能な電源等（以降、調整電源等）が存在すること、調整機能が使⽤でき
る状態であること（機能ロックしていないこと）、上げ余⼒(上げΔkW)が確保されていること、⼀般送事業者が上げ余⼒を活⽤でき
ること（例えば、電源Ⅰ契約や電源Ⅱ契約を締結すること）が必要である。

（調達段階）
 発電事業者がメリットオーダーにもとづく発電計画を作成すると、安価な調整電源等から順に定格出⼒となるため、上げΔkWを備え

た調整電源等はあまり⽣じない。このため、上げΔkWを確保するには、発電事業者にとっての経済性を阻害してでも電源持替等に
より意図的に調整電源等に上げΔkWを作ることが必要である。

 なお、現状は電源Ⅰおよび電源Ⅱの契約に基づき、⼀般送配電事業者が指⽰して上げΔkWを確保しており※1、需給調整市場
創設後は市場で調達して上げΔkWを確保することになる。

（運⽤段階）
 実需給時点では、事前に確保した上げΔkWとGC後の上げ余⼒を利⽤して、エリア内※2のメリットオーダーにより上げ調整を⾏う。

出⼒

（安） （⾼）

上げΔkW※3

【ﾒﾘｯﾄｵｰﾀﾞｰにもとづく発電計画】
（安い調整電源等から順に

定格出⼒運転となる）

【意図的に上げΔkWを確保】

発電事業者にとっての
経済性は左図に劣る

ΔkWを確保するために
安価な電源の出⼒を下げる
その持ち替えとして
⾼価な電源の出⼒を上げる

出⼒

（安） （⾼）

上げΔkW

調達段階 運⽤段階
【余⼒と合わせたｴﾘｱ内※2の

ﾒﾘｯﾄｵｰﾀﾞｰ運⽤】

出⼒

（安） （⾼）

卸電気取引結果
等による差替え余⼒

※1︓機会損失費⽤の補償は必要に応じて⾏う。 ※3︓応動時間内に供出できる量で表⽰した。
※2︓2019年度は電源Ⅰの三次②相当の広域ﾒﾘｯﾄｵｰﾀﾞｰ運⽤を、2020年度は電源Ⅰ・Ⅱの三次①②相当の広域ﾒﾘｯﾄｵｰﾀﾞｰ運⽤を⾏う。
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出⼒

（安） （⾼）

【2023年度以前】
平常時の下げ調整⼒の調達（ΔkW）

出⼒

（安） （⾼）

下げΔkW※2

【ﾒﾘｯﾄｵｰﾀﾞｰにもとづく発電計画】
（安い調整電源等から順に

定格出⼒運転となる）

調達段階 運⽤段階
【余⼒を使⽤したｴﾘｱ内※1の

ﾒﾘｯﾄｵｰﾀﾞｰ運⽤】
卸電気取引結果
等によるﾊﾞﾗﾝｽ停⽌

最低
出⼒

最低
出⼒

※1︓2019年度は電源Ⅰの三次②相当の広域ﾒﾘｯﾄｵｰﾀﾞｰ運⽤を、2020年度は電源Ⅰ・Ⅱの三次①②相当の広域ﾒﾘｯﾄｵｰﾀﾞｰ運⽤を⾏う。
※2︓応動時間内に供出できる量で表⽰した。

 実需給時点で下げ調整を⾏うには、オンラインで調整可能な電源等が存在すること、調整機能が使⽤できる状態
であること（機能ロックしていないこと）、下げ余⼒(下げΔkW)が確保されていることが必要である。

（調達段階）
 発電事業者がメリットオーダーにもとづく発電計画を作成すると、安価な調整電源等から順に定格出⼒となるため、

⼗分な量の下げΔkWを備えた調整電源等は⾃然に⽣じる。
（運⽤段階）
 実需給時点では、電源Ⅱ契約により、⾃然に⽣じた下げΔkWを利⽤して、エリア内※1のメリットオーダーにより下げ

調整を⾏う。



9【2024年度以後】
平常時の下げ調整⼒の調達（ΔkW）

出⼒

（安） （⾼）

出⼒

（安） （⾼）

下げΔkW※3

【ﾒﾘｯﾄｵｰﾀﾞｰにもとづく発電計画】
（安い調整電源等から順に

定格出⼒運転となる）

調達段階 運⽤段階
【余⼒を使⽤した

広域ﾒﾘｯﾄｵｰﾀﾞｰ運⽤】
卸電気取引結果
等によるﾊﾞﾗﾝｽ停⽌

最低
出⼒

最低
出⼒

※1︓調整電源等が余⼒活⽤契約を締結することは、容量市場における契約上のリクワイヤメントの⼀部とする予定である。
※2︓将来は再エネも含まれることが望ましい。 ※3︓応動時間内に供出できる量で表⽰した。

 実需給時点で下げ調整を⾏うには、オンラインで調整可能な電源等が存在すること、調整機能が使⽤できる状態であること（機能
ロックしていないこと）、下げΔkWが確保されていることが必要である※1,2 。

（調達段階）
 発電事業者がメリットオーダーにもとづく発電計画を作成すると、安価な調整電源等から順に定格出⼒となるため、⼗分な量の下げ

ΔkWを備えた調整電源等は⾃然に⽣じる。
（運⽤段階）
 実需給時点では、余⼒を活⽤できる契約（以降、余⼒活⽤契約）により、⾃然に⽣じた下げΔkWを利⽤して、広域メリットオー

ダーにより下げ調整を⾏う。
※なお、これを実現するには、発電事業者が余⼒活⽤に応じるインセンティブ性を検討することが必要である。



10（参考）余力活用契約について①

出所）第12回容量市場の在り⽅等に関する検討会（2018.6.22）資料3（⾚下線追加）
https://www.occto.or.jp/iinkai/youryou/kentoukai/2018/youryou_kentoukai_haihu12.html



11（参考）余力活用契約について②

出所）第12回容量市場の在り⽅等に関する検討会（2018.6.22）資料3（⾚下線追加）
https://www.occto.or.jp/iinkai/youryou/kentoukai/2018/youryou_kentoukai_haihu12.html
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13【2023年度以前】
エリア内変動再エネ余剰時の下げ調整⼒の調達（ΔkW）

 送配電等業務指針 第159条では⼀般送配電事業者が周波数を維持するために必要な調整⼒の確保に係る規
定があり、これには下げΔkWの確保が含まれる。

 これを前提にすれば、エリア内の太陽光発電や⾵⼒発電（以降、変動再エネ※1）が余剰となった場合でも、優先
給電ルールに基づき抑制しつつ、必要な下げΔkWが確保されることになる。

 なお、実需給時点では、確保された下げΔkWを⽤いて下げ調整の運⽤を⾏う。

【送配電等業務指針（抄）】
第２節 周波数の調整
（周波数の維持）
第１５９条 ⼀般送配電事業者は、法第２６条第１項に規定する周波数を維持するために必要な調整⼒を確保の上、需要に応
じた電気の供給量を調整し、周波数を維持するよう努める。

【電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）（抄）】
（電圧及び周波数）
第⼆⼗六条 ⼀般送配電事業者は、その供給する電気の電圧及び周波数の値を経済産業省令で定める値に維持するように努めな
ければならない。

※1︓優先給電ルールではFIT特例制度①、②、それ以外を区別していない。



14（参考）優先給電ルールにおける抑制指令順位のイメージ

出所）第3回 電⼒・ガス事業分科会 電⼒基本政策⼩委員会（2015.12.10）資料5 3ページをもとに作成
http://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_kihon/pdf/003_05_00.pdf

＜新たな抑制指令順位のイメージ＞（2016年4⽉〜）
ａ．⼀般送配電事業者があらかじめ確保する調整⼒（⽕⼒等）（電源Ⅰ）及び⼀般送配

電事業者からオンラインでの調整ができる⽕⼒発電等（電源Ⅱ）の出⼒抑制 （注1）

ｂ．⼀般送配電事業者からオンラインでの調整ができない⽕⼒発電等（電源Ⅲ）の出⼒抑
制 （注1,2,3）

ｃ．連系線を活⽤した広域的な系統運⽤（広域周波数調整）
ｄ．バイオマス電源（注4）の出⼒抑制
ｅ．⾃然変動電源（太陽光・⾵⼒）（注5）の出⼒抑制
ｆ．電気事業法に基づく広域機関の指⽰（緊急時の広域系統運⽤）
ｇ．⻑期固定電源（注6）の出⼒抑制

（注1）⽕⼒発電にはバイオマス混焼発電（地域資源バイオマスを除く）を含む。鉄鋼や製紙⼯場等における⾃家発電の余剰電⼒等の経済活動に伴って出⼒が発⽣する等の
要因により出⼒を調整できないものは対象外とする。

（注2）原則、発電事業者に差損が発⽣しない範囲内で発電計画の変更を指令すものとするが、必要に応じて、発電事業者に差損が発⽣する場合にも指令できるものとする。
（注3）オンライン調整が可能な電源であっても、⼀般送配電事業者からオンライン指令する契約をしない場合には「電源Ⅲ」に含まれる。
（注4）バイオマス専焼の出⼒抑制後に地域資源バイオマスの出⼒抑制（出⼒制御が困難なものを除く）を⾏う。
（注5）ＦＩＴ対象電源、ＦＩＴ対象外電源は同列。ただし、ＦＩＴ対象電源内の出⼒制御はＦＩＴ関連法令等により規定。
（注6）⻑期固定電源とは、原⼦⼒、⽔⼒（揚⽔式を除く）及び地熱発電所を指す。
（※）⼩売電気事業者、発電事業者は、市場の活⽤等により計画値同時同量の達成を⽬指すため、メリットオーダーの実現が達成されていく。しかし、それでもなお発⽣すると⾒

込まれる再エネ発電量の予測誤差やインバランス等に対応するために、⼀般送配電事業者は、基本的にメリットオーダーで調整し、⾼コストの電源から抑制指令を⾏うことに
なる。

（※）a.に位置づけられている調整⼒（電源Ⅰ、電源Ⅱ）を活⽤してもなお、供給が需要を上回り、⼀般送配電事業者が確保している調整⼒では調整しきれないおそれがあ
る場合は、b以下 の指令を⾏う。

（※）b（電源Ⅲの出⼒抑制）とc（連系線を活⽤した広域的な系統運⽤）の順位については、仮に、（c）連系線を活⽤した広域的な系統運⽤の実施後に（b）オンライ
ンでの調整が出来ない⽕⼒発電等（電源Ⅲ）の抑制指令を⾏うとした場合、実務上、運⽤が間に合わない場合がありうること、オンライン調整が可能であっても、⼀般送
配電事業者からのオンライン指令を受け⼊れる契約をしない電源も存在することを踏まえ、bを上位にすることとした。



15【2024年度以後】
エリア内変動再エネ余剰時の下げ調整⼒の調達（ΔkW）

 送配電等業務指針 第159条では⼀般送配電事業者が周波数を維持するために必要な調整⼒の確保に係る規
定があり、これには下げΔkWの確保が含まれる。

 これを前提にすれば、エリア内の変動再エネが余剰となった場合でも、優先給電ルールに基づき抑制しつつ、必要な
下げΔkWが確保されることになる。

 なお、実需給時点では、確保された下げΔkWを⽤いて下げ調整の運⽤を⾏う。
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17まとめ

 平常詩は、発電事業者がメリットオーダーにもとづく発電計画を作成すると、⼗分な量の下げΔkWを備えた調整電
源等は⾃然に⽣じる。

 変動再エネ余剰時は、優先給電ルールに基づき抑制しつつ、必要な下げΔkWが確保されることになる。
 よって、平常時、変動再エネ余剰時にかかわらず下げΔkWが確保できるので、下げ調整⼒を調達する必要がない。
 なお、下げ調整⼒の調達が不要である場合でも、下げ調整⼒の発動が実需給時点で必要となれば、調整が可能

な電源等の下げ余⼒を活⽤して、下げ調整⼒を発動することになる。


